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１．予算の概要

（１）会計別総括

令　 和 　２ 　年　 度　　　　

    会     計     区　　　分

一 般 会 計 148,056,000 45,954,526

北部第二(三地区)土地区画整理事業費 2,680,125

墓 園 事 業 費 617,614

国 民 健 康 保 険 事 業 費 37,850,180

湘 南 台 駐 車 場 事 業 費 53,276

介 護 保 険 事 業 費 29,101,615

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 6,414,178

小 計 76,716,988

下 水 道 事 業 費 20,210,070

市 民 病 院 事 業 23,581,553 102

小 計 43,791,623 102

計 120,508,611 102

合   　   　　計　　 268,564,611 45,954,628

※専決処分による補正額は，補正予算第１号

特

別

会

計

公
営
企
業
会
計

当初予算額
専決処分による

補正額

-2-



　   (単位　千円）

令　 和 　２ 　年　 度　　　　 令和元年度

3,272,393 197,282,919 149,022,000 48,260,919 132.4

2,680,125 2,776,527 △ 96,402 96.5

7,986 625,600 604,554 21,046 103.5

37,850,180 38,594,942 △ 744,762 98.1

53,276 59,981 △ 6,705 88.8

29,101,615 28,130,643 970,972 103.5

6,414,178 5,717,635 696,543 112.2

7,986 76,724,974 75,884,282 840,692 101.1

20,210,070 21,761,527 △ 1,551,457 92.9

29,792 23,611,447 22,527,704 1,083,743 104.8

29,792 43,821,517 44,289,231 △ 467,714 98.9

37,778 120,546,491 120,173,513 372,978 100.3

3,310,171 317,829,410 269,195,513 48,633,897 118.1

比較
（Ａ）－（Ｂ）

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％６月補正額
計

（Ａ）
当初予算額

（Ｂ）
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　２．歳入の状況（一般会計）

（１）歳入の内訳

　　　　　　　 令　　　和　　　２　　　年　　　度　　　

　　区　　　　　分

市 税 81,873,000 81,873,000

自 分 担 金 及 び 負 担 金 940,972 940,972

使 用 料 及 び 手 数 料 3,531,956 3,531,956

主 財 産 収 入 680,063 680,063

寄 付 金 371,388 371,388

財 繰 入 金 3,124,901 1,214,100 1,199,622 5,538,623

　 繰 越 金 2,000,000 120,160 2,120,160

源 諸 収 入 4,255,770 12,885 2,100 4,270,755

計 96,778,050 1,226,985 1,321,882 99,326,917

地 方 譲 与 税 867,288 867,288

利 子 割 交 付 金 79,000 79,000

配 当 割 交 付 金 376,000 376,000

株式等譲渡所得割交付金 227,000 227,000

依 法 人 事 業 税 交 付 金 290,000 290,000

地 方 消 費 税 交 付 金 9,080,000 9,080,000

存 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 17,000 17,000

環 境 性 能 割 交 付 金 238,000 238,000

財 地 方 特 例 交 付 金 503,000 503,000

地 方 交 付 税 10,000 10,000

源 交通安全対策特別交付金 47,000 47,000

国 庫 支 出 金 24,945,855 44,727,541 1,302,165 70,975,561

県 支 出 金 10,260,807 13,946 10,274,753

市 債 4,337,000 634,400 4,971,400

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0

計 51,277,950 44,727,541 1,950,511 97,956,002

　合　　　　　　　　　計 148,056,000 45,954,526 3,272,393 197,282,919

※専決処分による補正額は，補正予算第１号

当初予算額 ６月補正額
計

（Ａ）
専決処分による

補正額
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（単位　千円）

　　　　　　　 令　　　和　　　２　　　年　　　度　　　 令和元年度 前年度対比

構 成 比 構 成 比 （Ａ）／（Ｂ）

％ ％ ％

41.5 81,822,000 54.6 51,000 100.1

0.5 1,732,098 1.2 △ 791,126 54.3

1.8 3,694,272 2.5 △ 162,316 95.6

0.3 690,295 0.5 △ 10,232 98.5

0.2 327,088 0.2 44,300 113.5

2.8 3,675,628 2.4 1,862,995 150.7

1.1 2,000,000 1.4 120,160 106.0

2.1 4,039,827 2.7 230,928 105.7

50.3 97,981,208 65.5 1,345,709 101.4

0.4 768,000 0.5 99,288 112.9

0.1 104,000 0.1 △ 25,000 76.0

0.2 486,000 0.3 △ 110,000 77.4

0.1 266,000 0.2 △ 39,000 85.3

0.1 － － － －

4.6 7,474,000 5.0 1,606,000 121.5

0.0 18,000 0.0 △ 1,000 94.4

0.1 102,000 0.1 136,000 233.3

0.3 460,000 0.3 43,000 109.3

0.0 10,000 0.0 0 100.0

0.1 51,000 0.0 △ 4,000 92.2

36.0 22,538,305 15.3 48,437,256 314.9

5.2 9,542,087 6.5 732,666 107.7

2.5 8,992,400 6.0 △ 4,021,000 55.3

0.0 229,000 0.2 △ 229,000 －

49.7 51,040,792 34.5 46,915,210 191.9

100.0 149,022,000 100.0 48,260,919 132.4

比較
（Ａ）－（Ｂ）当初予算額

（Ｂ）
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３．歳出の状況（一般会計）

　（１）　目的別歳出の状況

令　和　２　年　度

区　　　分

議 会 費 685,760 685,760

総 務 費 17,111,395 22,040 17,133,435

環 境 保 全 費 1,348,565 4,345 1,352,910

民 生 費 67,519,845 44,680,590 742,522 112,942,957

衛 生 費 15,102,319 202,551 399,650 15,704,520

労 働 費 425,809 425,809

農林水産業費 541,181 20,373 561,554

商 工 費 2,237,335 1,071,385 159,600 3,468,320

土 木 費 16,306,081 178,121 16,484,202

消 防 費 5,362,876 27,244 5,390,120

教 育 費 12,609,038 1,618,498 14,227,536

公 債 費 8,705,796 8,705,796

予 備 費 100,000 100,000 200,000

合 計 148,056,000 45,954,526 3,272,393 197,282,919

※専決処分による補正額は，補正予算第１号

当初予算額 ６月補正額
計

（Ａ）
専決処分による

補正額
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（単位　千円）

令　和　２　年　度 令和元年度

0.3 656,474 0.4 29,286 104.5

8.7 20,792,657 13.9 △ 3,659,222 82.4

0.7 1,602,928 1.1 △ 250,018 84.4

57.2 63,753,496 43.0 49,189,461 177.2

8.0 15,691,445 10.5 13,075 100.1

0.2 413,020 0.3 12,789 103.1

0.3 504,479 0.3 57,075 111.3

1.8 2,287,056 1.5 1,181,264 151.6

8.4 16,903,436 11.3 △ 419,234 97.5

2.7 5,459,313 3.7 △ 69,193 98.7

7.2 12,319,913 8.2 1,907,623 115.5

4.4 8,537,783 5.7 168,013 102.0

0.1 100,000 0.1 100,000 200.0

100.0 149,022,000 100.0 48,260,919 132.4

構成比
％

比較
（Ａ）－（Ｂ）

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％
構成比

％
当初予算額

（Ｂ）
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　（２）　性質別歳出の状況

令　　和　　２　　年　　度

区       分

人 件 費 29,221,294 9,098 29,230,392
消

物 件 費 26,107,108 359,260 1,183,443 27,649,811
費

維 持 補 修 費 1,124,375 1,124,375
的

扶 助 費 43,030,440 150,219 46,820 43,227,479
経

補 助 費 等 14,904,945 45,445,047 338,346 60,688,338
費

計 114,388,162 45,954,526 1,577,707 161,920,395

補 助 事 業 費 4,156,282 1,206,462 5,362,744
投
資
的 単 独 事 業 費 5,220,349 388,224 5,608,573
経
費

計 9,376,631 1,594,686 10,971,317

     公    債    費 8,704,937 8,704,937

     繰    出    金 13,200,388 13,200,388

     そ    の    他 2,385,882 100,000 2,485,882

合           計 148,056,000 45,954,526 3,272,393 197,282,919

※専決処分による補正額は，補正予算第１号

当初予算額
専決処分による

補正額
６月補正額

計
（Ａ）
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（単位　千円）

令　　和　　２　　年　　度 令 和 元 年 度

構成比 構成比

％ ％

14.8 27,095,399 18.1 2,134,993 107.9

14.0 26,074,043 17.6 1,575,768 106.0

0.6 1,137,545 0.7 △ 13,170 98.8

21.9 41,934,239 28.0 1,293,240 103.1

30.8 11,947,686 8.0 48,740,652 508.0

82.1 108,188,912 72.4 53,731,483 149.7

2.7 5,695,829 4.1 △ 333,085 94.2

2.8 11,410,741 7.6 △ 5,802,168 49.2

5.5 17,106,570 11.7 △ 6,135,253 64.1

4.4 8,535,944 5.7 168,993 102.0

6.7 12,694,862 8.5 505,526 104.0

1.3 2,495,712 1.7 △ 9,830 99.6

100.0 149,022,000 100.0 48,260,919 132.4

比較
（Ａ）－（Ｂ）

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％
当初予算額

（Ｂ）
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 ４．補正事業の概要

　総務費

款 ２ 項 １ 目 １４細目 01 説明 01

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、市民会館の閉館等を実施したことに伴い、市民
　会館の使用予定者へ過年度に支払った使用料を還付するため、増額補正を行う。

１．償還金利子及び割引料（その他返還金） 千円

一般財源

265,097

14,000

14,000
補正後の額 354,632 75,535 279,097

補正額 14,000 0

その他

補正前の額 340,632 75,535

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

事　業　名 　市民会館施設管理費

予算科目 文化芸術課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　総務費

款 ２ 項 １ 目 １８細目 01 説明 04

【補正事業概要】

　　地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与するため、一般財団法人自治総合センターが実
　施するコミュニティ助成事業（一般コミュニティ助成事業）を活用し、採択された自治会・町内
　会に対し補助を行う。

１．コミュニティ事業に対する補助　　１団体 千円

　　※一般財団法人自治総合センターに対してコミュニティ助成事業助成金を申請するため、自治

　　　会・町内会を対象に募集を行い、応募のあった６団体について、公開抽選方式で優先順位を
　　　決定した。抽選の結果を受けて３団体が令和元年１０月に県政策局を通じて申請を行い、令
　　　和２年３月に１団体が採択を受けた。
　　　

＜過去の実績＞

令和元年度
コンフォール藤沢

自治会
（藤沢地区）

1,500,000円
自治会活動を行う上で必要なコミュニティ
活動備品の整備
（プロジェクター、スクリーン等）

自治会活動を行う上で必要なコミュニティ活動備品の整備
（テーブル、椅子等）

サンクタス湘南藤沢アネーロの丘自治会（明治地区）
2,100千円

平成29年度
打越会

（明治地区）
2,500,000円

地域のお祭りにおける子ども御輿の購入と
コミュニティ活動備品の購入
（テーブル、折椅子等）

平成30年度
睦自治会

（湘南大庭地区）
2,500,000円

自治会活動を行う上で必要なコミュニティ
活動備品の整備
（テント、テーブル、折椅子等）

平成28年度

宮之前町内会
（鵠沼地区）

2,500,000円
例大祭・夏祭り等で使用する山車人形の修
復

台町町内会
（藤沢地区）

2,500,000円
夏祭り等で使用する山車人形の修復及び山
車備品の購入
（高欄幕、胴幕、四方房）

補助金額

補助対象事業

補助対象団体
（地区）

補助金額 事業内容

特定財源の内訳 （その他） コミュニティ助成事業助成金 2,100

補助対象団体

2,100

補正後の額 2,100 2,100
補正額 2,100 2,100

一般財源

補正前の額 0 0

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　コミュニティ助成事業補助金

予算科目 市民自治推進課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　総務費

款 ２ 項 ７ 目 ２ 細目 01 説明 05

【補正事業概要】

　　災害に対する備えとして、防災備蓄資機材の整備を推進する。

１．防災備蓄資機材の整備 千円

　　藤沢市民病院に設置している災害対策用浄水器が経年劣化しており、災害時の断水時等
　に透析対応等のために大量に必要となる医療用水や飲料用水を確保するため、機器を更新
　する。
　　最大浄水量　７２０リットル／時（淡水）

　

指針体系コード １－１－１１
まちづくりテーマ 安全で安心な暮らしを築く

重点施策名 災害対策の充実

197,833

その他 一般財源

防災政策課

0 5,940
7,474補正前の額

補正額
7,474238,612 15,964 17,341

事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

0
15,964 17,341

0

【災害対策用浄水器のイメージ】

5,940

補正後の額

232,672

事　業　名 　防災設備等整備事業費

5,940
191,893

予算科目

区　　分
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　環境保全費

款 ３ 項 １ 目 １ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　温室効果ガス削減の促進を図るため、クリーンエネルギーの発電が可能な住宅用太陽光発電シ
　ステム、家庭用燃料電池システム（エネファーム）の同時設置者に対しては補助額５０，０００
　円を増額している。これに加え、定置用リチウムイオン蓄電池を同時設置した場合は、さらに補
　助額を増額し、災害対応も見据えた再生可能エネルギーの普及促進を図る。

１．補助金 千円

　　住宅用太陽光発電システム、エネファーム、定置用リチウムイオン蓄電池の同時設置者
　 　に対して、補助額５０，０００円を増額する。

　
　 　　５０，０００円×５０件＝２，５００，０００円

事　業　名 　地球温暖化対策関係事業費

予算科目 環境総務課

指針体系コード ５－３－３１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 自然との共生に向けた環境保全の推進・エネルギーの地産地消の推進

一般財源

補正前の額 33,052 31,450 1,602

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

0
補正後の額 35,552 33,950 1,602
補正額 2,500 2,500

特定財源の内訳 （その他） 環境基金繰入金 2,500

2,500

-14-



　環境保全費

款 ３ 項 １ 目 ４ 細目 03 説明 03

【施策等を必要とする背景】
　　特殊詐欺被害については、平成３１年１月～１２月に県内において被害件数２，７９０件、被
　害額約５０億７，２００万円となっており、市内においても、被害件数１０２件、被害額約２億
　５，４００万円と膨大なものとなっている。この被害防止のため、極めて有効な対策の一つとし
　て迷惑電話防止機能付電話機等の普及を図る必要がある。

【提案に至るまでの経緯】
　　平成３０年度から始めた迷惑電話防止機器貸出制度は、市民の一時利用を想定しており、寄贈
　された８２台に市購入分の５０台を加え、１３２台の貸出体制を継続している。貸出機器はコー
　ドレスフォンや留守番電話機能に制限が出てしまう面もあるため、最終的には効果を確認の上、
　自身での購入につなげることを目指している。
　　県の令和２年度予算において各市町村への購入費補助が示されたことから、機器購入に対する
　補助制度が効果的と判断した。

【市民参加の実施の有無とその内容】 有
　　迷惑電話防止機器貸出制度の利用者への使用後アンケート

【将来にわたる効果及び費用】
　　県の事業期間が３年間とされているため、時限的措置として実施する。

【補正事業概要】
　１．通信運搬費郵便料 千円
　　　補助制度利用者へのアンケート実施に伴う郵便料

　２．補助金（国・県費を伴う補助金） 千円
　　　迷惑電話防止機能付電話機等の購入に対する補助

【迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助制度】
　　　　（１）補助対象者
　     　　市内に住民登録している７０歳以上の方

　      （２）補助対象機器
　　     　迷惑電話防止機能を有する電話機、又は電話機に取り付ける機器とし、電話着信時に
　　　　　 通話内容を録音する警告メッセージを流した後、通話内容を自動で録音する機能を有
　　　　　 するもの

　　　　（３）補助額
　　　 　　購入額の２／３、上限６，０００円　　
           ※県と市ともに購入額の１／３、上限３，０００円

        （４）補助予定台数
     　　　３００台（１家族１台）

45

＜拡充事業＞　迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助制度の実施

補正額 900
補正後の額

特定財源の内訳

8,993
1,845

（県支出金） 特殊詐欺被害防止対策事業補助金 900

8,093900

地方債 その他

945
7,148

　防犯対策強化事業費

7,148

区　　分 事業費 一般財源

補正前の額

事　業　名

指針体系コード

1,800

まちづくりテーマ

予算科目 防犯交通安全課

重点施策名

0

国庫支出金 県支出金
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　民生費

款 ４ 項 １ 目 １ 細目 21 説明 01

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金の対
　象者が拡大されたことにより、申請件数が当初見込みを上回ることから増額補正を行う。

１．住居確保給付金の支給 千円

　　離職又は廃業と同程度の状況にある者の住居を確保するため、家賃相当額を支給する。

　　<支給基準>

事　業　名 　生活困窮者自立支援事業費

予算科目 地域包括ケアシステム推進室

指針体系コード ４－１－２１
まちづくりテーマ 健康で豊かな長寿社会をつくる

重点施策名 多様な主体による支援の充実

17,821

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

19,440

一般財源

補正前の額 44,901 27,080
6,480

補正後の額 70,821 46,520 24,301
補正額 25,920

特定財源の内訳 （国庫支出金） 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 19,440

25,920

世帯人数 収入基準額 支給上限額

53,000円

１人 125,000円 41,000円
２人 179,000円 49,000円

５人 308,000円 53,000円

【藤沢市　住居確保給付金パンフレット】

３人 225,000円 53,000円
４人 267,000円
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　民生費 ＜新規事業＞

款 ４ 項 ２ 目 １ 細目 06 説明 06

【施策等を必要とする背景】
　　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和２年４月７日に国から発出された緊急事態宣言
　により、就労先の休業や学校休業に伴う出勤の変化等で収入が減少している世帯は多い。
　　特に児童扶養手当受給世帯等への影響が大きいことから、子どもたちの日常を守るという視点
　においても継続的な支援が求められている。

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　児童扶養手当の支給がない月に支給を実施することで、他の給付等とあわせた継続的な支援と
　なり、あわせて現金給付以外の支援にも取り組むことで、直接子どもに届く支援が図られるとと
　もに、市内経済活性化の一助となる。

【補正事業概要】
　　児童扶養手当受給世帯等に対し、本市独自の支援として、臨時給付金及び商品券、入場券等の
　給付を行う。

　１．臨時給付金 千円
　　児童扶養手当の支給がない月に臨時給付金を支給する。
　　対象：児童扶養手当受給世帯等（生活保護受給世帯を除く）
　　支給月及び支給額：８月、１０月に世帯当たりそれぞれ３万円
　　世帯見込数：　８月　２，０００世帯
　　　　　　　　１０月　２，１００世帯

　２．商品券、入場券等の給付 千円
　　臨時給付金の支給にあわせ、商品券や入場券等の給付を行う。
　　対象：児童扶養手当受給世帯等（生活保護受給世帯を含む）
　　世帯見込数：　８月　２，３００世帯
　　　　　　　　１０月　２，３５０世帯

　３．その他事務経費 千円

123,000

20,900

0

国庫支出金

補正額 146,985

3,085

指針体系コード

区　　分 事業費 県支出金

まちづくりテーマ

重点施策名

146,985

事　業　名

146,985
0

その他 一般財源

補正前の額

（新）ひとり親家庭等生活支援事業費

予算科目

146,985

子育て企画課・子育て給付課

補正後の額

地方債
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　民生費

款 ４ 項 ２ 目 ２ 細目 01 説明 08

【施策等を必要とする背景】
　　北部地区では、湘南台駅を中心に０歳児から２歳児までを保育する小規模保育事業所や企業主
　導型保育事業所が多く設置されているため、これらの施設を卒園した児童の受け皿となる３歳以
　上児の保育施設の不足により、卒園後の受入施設の確保が課題となっている。
　　令和元年５月に実施した「利用希望把握調査」の結果において、約６割の保護者が幼稚園の利
　用を希望している実情を踏まえたうえで、より効率的な待機児童対策の展開と多様な保育ニーズ
　に応える受け皿を確保する観点からも、本施策の実施が必要である。

【提案に至るまでの経緯】
　　・令和元年１２月　湘南台駅周辺で小規模保育事業所と企業主導型保育事業所を運営する事業 
　　者が、園を卒園した児童の受入施設が見つからない実情を受け、幼稚園を活用した送迎保育ス
　　テーション事業を実施することで３歳以上児の保育の受け皿を確保する提案を市に行う。
　　・令和元年１２月～令和２年１月　提案事業者や提携幼稚園との協議を進める。
　　・令和２年３月　藤沢市議会定例会・子ども文教常任委員会にて令和２年度～令和６年度まで
　　を計画期間とした藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）への位置付けを報告

【市民参加の実施の有無とその内容】 無

【市の策定する計画や条例との整合性】 藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　・これまで不足していた３歳以上児の受け皿整備が図られることにより、小規模保育事業所や
　　企業主導型保育事業所の卒園児が引き続き保育サービスを受けることができる環境が整備され、
　　待機児童の解消が図られる。
　　・幼稚園を利用したくても利用できなかったフルタイム勤務の共働き世帯の児童が利用できる
　　ようになる等、保育サービスの選択肢が広がる。
　　・既存資源である幼稚園を保育の受け皿として活用することで、３歳以上児に特化した効率的
　　な待機児童対策を図ることができる。

　２．将来にわたる費用
　　　本事業実施による毎年度の財政見込負担額は次のとおり
　　・令和３年度以降 千円

　

まちづくりテーマ 笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる

予算科目 子育て企画課

重点施策名 子どもの健やかな成長に向けた支援の充実

　法人立保育所等施設整備助成事業費

288,402

区　　分 事業費 一般財源

補正前の額 177,860

事　業　名

指針体系コード ３－２－１１

16,596

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

67,854
93,946

655,208
特定財源の内訳

833,604
545,202

（国庫支出金） 保育対策総合支援事業費補助金 477,348

＜新規事業＞　幼稚園送迎ステーション事業の実施

補正額 477,348 0
補正後の額 161,80016,596

6,167
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【補正事業概要】

　　待機児童に対応するため、令和３年４月開所に向けた認可保育所設置運営法人及び小規模保育
　事業設置運営事業者を公募し、選定された事業者に対して施設整備費等の助成を行う。また、認
　可保育所の定員拡大を図るため、再整備を行う運営法人に対し、施設整備費等の助成を行う。
　　さらに、小規模保育事業所等を卒園した児童の受け皿不足の対応として実施する幼稚園送迎ス
　テーション事業の開設経費及び運営費に係る助成を行う。

　　 １．認可保育所整備 千円
○東南地区

○西南地区

○北部地区

　　 ２．小規模保育事業所整備 千円
○東南地区

○西南地区

※（株）ソリッドワンは２施設整備

　　 ３．既存認可保育所の再整備 千円
・運営法人　（有）藤沢ベビーセンター
・所在地　藤沢１４５
・定員　５６人（１５人増）　
・開所予定　令和３年４月

(新) ４．幼稚園送迎ステーション事業 千円
　　 ・運営法人　（株）オフィスエム
　　 ・所在地　湘南台２丁目

・開所予定　令和２年１０月
・開所時間　（通常）７時～９時３０分・１８時～１９時（延長：１９時～２０時）
　　　　　　（幼稚園休業期間）７時～２０時（延長含）
・定員　２１人（３歳児７人、４歳児７人、５歳児７人を予定）
・提携施設　湘南台幼稚園

60人
60人

新築物件を賃借して改修

（株）ソーシエ

辻堂元町5丁目

辻堂元町1丁目

378,000

131,250

18,702

辻堂新町1丁目

辻堂新町1丁目

整備手法 予定定員

19人

（株）SacraFelice 鵠沼桜が岡1丁目

運営事業者名 設置場所
（株）スクルドアンドカンパニー

新築物件を賃借して改修

予定定員
19人

運営事業者名 設置場所 整備手法

運営法人名
（株）モード・プランニング・ジャパン

（株）セリオ

設置場所
湘南台7丁目

湘南台4丁目

60人
運営法人名

（株）こどもの森 辻堂1丁目

設置場所 整備手法
新築物件を賃借して改修

78人

90人

64人
70人
61人

予定定員

（株）ストーブカンパニー

弥勒寺3丁目

鵠沼石上1丁目

朝日町

藤沢

鵠沼石上2丁目

運営法人名 設置場所 整備手法 予定定員
ドリームワールド（株）

（株）クローバーホールディングス 既存物件を賃借して改修

新築物件を賃借して改修
（株）ＫＡＫＡ

（有）ＨＡＲＭＯＮＩＥ

予定定員

19人
19人

既存物件を賃借して改修
（株）ソリッドワン

17,250

19人

整備手法
新築物件を賃借して改修
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　民生費

款 ４ 項 ２ 目 ３ 細目 07 説明 03

【補正事業概要】

　　第２期藤沢市放課後児童クラブ整備計画に基づき、大越小学校区において設置運営事業者の公
　募を実施し、選定した事業者に対して整備に係る費用の一部を負担する。
　　

１．放課後児童クラブの整備 千円

　・整備小学校区　大越小学校
　・定員　６０人
　・開所予定　令和３年４月

　民生費

款 ４ 項 ３ 目 １ 細目 02 説明 01

【補正事業概要】

　　生活保護法の改正に伴う日常生活支援住居施設の支給事務に対応するため、生活保護システム
　の改修を行う。

１．生活保護システム改修業務委託料 千円
　　日常生活支援住居施設創設に対応するためのシステム改修に係る委託料

特定財源の内訳 （国庫支出金） 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 417

836

419
補正後の額 19,687 2,270 548 16,869
補正額 836 417 0

一般財源

補正前の額 18,851 1,853 548 16,450

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　生活保護適用措置関係事務費

予算科目 生活援護課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

3,433

23,579

特定財源の内訳

（国庫支出金）
子ども・子育て支援交付金 600

子ども・子育て支援整備交付金 13,732

（県支出金）
子ども・子育て支援交付金 600

子ども・子育て支援整備交付金

5,214
補正後の額 32,197 16,598 6,299 9,300

4,086

区　　分 事業費

補正額 23,579 14,332 4,033
補正前の額 8,618 2,266 2,266

事　業　名 　放課後児童クラブ整備事業費

予算科目 青少年課

指針体系コード ３－２－４１
まちづくりテーマ 笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる

重点施策名 子どもの健やかな成長に向けた支援の充実

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

-20-



　衛生費

款 ５ 項 １ 目 １ 細目 06 説明 03

【施策等を必要とする背景】
    二次救急医療は、入院加療を要する中等症救急患者に対応するものである。しかし、現在体制
　が整っていない土曜日及び休日（日曜日、祝日及び年末年始）の昼間においては、三次救急医療
　機関である市民病院への中等症患者等の搬送件数が多い。
　　また、高齢化の進展に伴い高齢者の救急搬送が増加しており、その中には二次救急医療機関で
　受入れが可能なものも多いことから、市民に対する医療サービス向上のために、二次救急医療体
　制の拡充は必要である。

【提案に至るまでの経緯】
　　土曜日及び休日の昼間の輪番制拡充について藤沢市医師会と協議を行った。
　　
【市民参加の実施の有無とその内容】 無

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　　本事業の実施により、これまで整備されていなかった時間帯の二次救急医療体制が拡充され
　　市民に対する医療サービスが向上する。
　２．将来にわたる費用
　　　毎年度の財政的負担見込額
　　　全体事業費　約86,000千円　うち拡充分　約6,000千円

【補正事業概要】

　　藤沢市医師会が市内の病院において輪番で実施している二次救急医療体制を、夜間に加え新た
　に土曜日及び休日の昼間について整備し、二次救急医療体制の充実を図るため、補助金を交付す
　る。

１．病院群輪番制の運営費補助の増額 千円

　　（１）交付先　　公益社団法人藤沢市医師会　　
　　（２）実施日　　令和２年１０月からの土曜日及び休日（６０日）
　　（３）診療時間　午前９時から午後５時まで
　　（４）診療科目　内科

事　業　名 　病院群輪番制運営費補助金

予算科目 福祉健康総務課

指針体系コード

補正前の額 79,745

国庫支出金 県支出金 地方債

まちづくりテーマ

重点施策名

その他 一般財源

79,745

区　　分 事業費

82,745
補正額 3,000

＜拡充事業＞　休日等の救急医療体制の拡充

3,000

3,000
補正後の額 82,745
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　衛生費 ＜新規事業＞

款 ５ 項 １ 目 １ 細目 14 説明 01

【施策等を必要とする背景】
　　新型コロナウイルス感染症の拡大・まん延防止の観点から、厚生労働省事務連絡「新型コロナ
　ウイルス感染症に対応した医療体制について」に基づき藤沢市保健所内に「帰国者・接触者相談
　センター」を設置した。
　　また、市内複数の医療機関の協力を得て、同感染症の疑い例を診察する「帰国者・接触者外来」
　が各医療機関内に設置され、診察及び検査に多くの医療従事者が携わっている。
　　同感染症から市民等の生命及び健康を保護する対応は長期に及んでおり、最前線の現場を支え
　てきた医療従事者への支援策が必要とされている。

【提案に至るまでの経緯】
  　令和２年２月　厚生労働省通知「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制について」
        　  ２月  藤沢市保健所内に「帰国者・接触者相談センター」を設置
   　  　　 ２月  複数の医療機関内に順次「帰国者・接触者外来」を設置
　　　　　　５月　藤沢市医師会と「帰国者・接触者外来」に従事する医療従事者への支援を協議 

【市民参加の実施の有無とその内容】 無

【補正事業概要】
　「帰国者・接触者外来」を設置する市内民間医療機関において、新型コロナウイルス感染症対応
　の現場に従事する医療従事者に対し支援金を支給する。

１．帰国者・接触者外来等医療従事者支援金 千円

 （１）交付先　 「帰国者・接触者外来」を設置する市内民間医療機関

8,736

8,736
補正後の額 8,736 8,736

補正額 8,736

一般財源

補正前の額 0 0

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 （新）帰国者・接触者外来等医療従事者支援金

予算科目 福祉健康総務課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　衛生費

款 ５ 項 １ 目 ２ 細目 01 説明 01

【補正事業概要】

　　令和２年１月に予防接種に関係する法令等が一部改正されたことに伴い、ロタウイルス感染症
　の予防接種が１０月から定期接種化されることとなったため、この予防接種に係る経費について
　増額補正を行う。

１．ロタウイルス感染症予防接種に係る経費 千円
　　・印刷製本費（予診票） 千円
　　・医薬材料費（ワクチン代） 千円
　　・委託料 千円
　　・負担金 千円
　　・補助金 千円

　【ロタウイルス感染症予防接種】
　　（１）接種対象者
　　　　　定期接種開始時における対象者は令和２年８月１日以降に生まれた０歳児
　　（２）接種方法
　　　　　出生６週後から接種可能。初回接種後、出生３２週までに２７日以上の間隔をお
　　　　いて合計３回接種　
　　（３）延べ接種見込み件数
　　　　　５，３５０件　　

61,473

209
29,344
31,175
126
619

61,473
補正後の額 1,083,632 9,286 1,074,346
補正額 61,473 0

一般財源

補正前の額 1,022,159 9,286 1,012,873

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　各種予防接種費

予算科目 子ども健康課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　衛生費

款 ５ 項 １ 目 ３ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　誰もが安全に安心して使用できる公衆便所にするため、便器の洋式化・バリアフリー化及び老
　朽化対策を行う。

１．六会日大前駅東口公衆便所改修工事 千円
　　１９８４年（昭和５９年）竣工の六会日大前駅東口公衆便所を改修する。

　　・工事請負費 千円
　　・印刷製本費 30 千円

事　業　名 　公衆便所整備費

予算科目 環境総務課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

一般財源

補正前の額 0 0 0 0

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

4,080
補正後の額 37,980 22,000 11,900 4,080
補正額 37,980 22,000 11,900

特定財源の内訳
（国庫支出金） 特定防衛施設周辺整備調整交付金 22,000

（地方債） 公衆便所整備事業債 11,900

37,980

37,950

【公衆便所外観】 【多機能トイレ】
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　衛生費

款 ５ 項 １ 目 ５ 細目 02 説明 01

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年５月１４日変更）に基づき、感染
　が疑われる患者への検査体制の確保のため、「帰国者・接触者外来」のほかに、集中的に検査を
　実施する機関（検査センター）を設置する必要がある。
　　本市では、藤沢市医師会が６月末までの予定でＰＣＲ検査センターを開設しているが、開設期
　間を８月末まで継続し、効率的な診療・検査体制を確保するもの。

１．ＰＣＲ検査センター業務委託 千円
 （１）委託先 公益社団法人藤沢市医師会
 （２）期間 令和２年７月から８月まで
 （３）診療日時 原則として毎週火曜日、木曜日

午後１時から午後３時まで
　 市内医療機関からの紹介による完全予約制
 （４）検体採取 検査ボックスを活用し、検体採取を行う。

4,502

2,252
補正後の額 285,040 167,128

0

特定財源の内訳 （国庫支出金） 感染症予防費負担金 2,250

102,775

区　　分 事業費

12,885 105,027
補正額 4,502 2,250

補正前の額 280,538 164,878 12,885

事　業　名 　感染症対策事業費

予算科目 地域保健課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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　衛生費

款 ５ 項 ２ 目 １ 細目 02 説明 01

【補正事業概要】
　　ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法において、高濃
　度ＰＣＢ廃棄物のうち、安定器等については令和５年３月３１日までに処分することが義務付け

　られている。こうした中、本特別措置法に基づく処理事業者から本市の安定器等の処分に関し、
　打診があったため、業務委託により実施する。
　

１．高濃度ＰＣＢ廃棄物処理委託 千円
　　高濃度ＰＣＢ廃棄物である安定器等を処理をするにあたり、令和２年度はドラム缶８缶及
　びペール缶２０缶を業務委託により処理をする。
　　・収集運搬費 千円
　　・処分費 千円

２．法定現地確認 千円
　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第十二条の二の規定に基づき、現地確認を行う。

３．高濃度ＰＣＢ廃棄物処理スケジュール（予定）

    【ドラム缶及びペール缶】

  【ドラム缶及びペール缶の内部】

100,304

105

元年度 2年度 3年度
※安定器については
令和５年３月３１日が
法に定める処分期限

コンデンサ等
(39台・処理済)

安定器等
（ドラム缶8缶）
(ペール缶20缶)

安定器等
（ドラム缶8缶）

1,365
98,939

100,409
258 103,504

補正額 100,409 0 0
補正後の額 113,762 10,000

一般財源

補正前の額 13,353 10,000 258 3,095

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　一般清掃総務費

予算科目 環境総務課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

-26-



　衛生費

款 ５ 項 ２ 目 ２ 細目 02 説明 07

【補正事業概要】

　　環境事業センターの整備事業に伴う設計委託を継続事業（令和元・２年度）で進める中、関連
　する家屋調査等の委託事業や工事等を行い、事業の進捗を図る。

１．委託料 千円
　　新事務所建設地及び仮設事務所建設地周辺の家屋・電波障害の事前調査を行うもの。

２．工事請負費 千円
　　仮設事務所建設による秋葉台運動公園駐車場の駐車台数減少の影響を最小限に止めるため
　旧秋葉台リサイクル展示場廃止により生じた空地を公園駐車場として整備するもの。

３．環境事業センター仮設事務所の賃借料【債務負担行為の設定】
　　環境事業センター改築における工事期間中は仮設事務所で業務を行うため、その賃貸借
　契約にかかる賃借料（建設費・撤去費及び原状復旧費を含む）。
　　期　間：令和３年度～令和５年度（令和２年度中に契約）

（ 275,000千円）

特定財源の内訳 （地方債） 環境事業センター整備事業債 28,300

8,360

37,851

17,911
補正後の額 74,512 49,200 7,061 18,251

補正額 46,211 28,300 0

一般財源

補正前の額 28,301 20,900 7,061 340

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　環境事業センター整備費

予算科目 環境事業センター

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　衛生費

款 ５ 項 ２ 目 ２ 細目 06 説明 01

【補正事業概要】

　　平成２８年度策定の「藤沢市焼却施設整備基本計画」に基づき、石名坂環境事業所の新１号炉
　について、令和９年度の稼働を目標とした大規模整備を行うために、石名坂環境事業所整備基本
　構想の策定を行う。

１．石名坂環境事業所整備基本構想策定委託【継続費】 千円

　（１）委託内容
　　・施設規模の設定及びごみ処理計画の見直し
　　・耐震劣化診断調査
　　・施設整備概算事業費の算出
　　・施設整備方法の選定
　　・施設整備スケジュール　等

　（２）期間
　　契約締結の日から２０２２年（令和４年）３月１５日まで

　（３）継続費年割額 （単位：千円）

石名坂環境事業所整備
基本構想策定委託

2年度

38,841

3年度

67,848

合計

106,689

特定財源の内訳 （その他） 公共施設整備基金繰入金 38,841

38,841

0
補正後の額 858,366 160,065 499,100 198,501 700
補正額 38,841 0 0 38,841

一般財源

補正前の額 819,525 160,065 499,100 159,660 700

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　一般廃棄物中間処理施設整備事業費

予算科目 北部環境事業所

指針体系コード ５－１－５１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 都市基盤の充実と長寿命化対策の推進
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　衛生費

款 ５ 項 ２ 目 ３ 細目 02 説明 02

【補正事業概要】

　　し尿処理施設の乾式脱臭装置について、老朽化による経年劣化及び内部腐食が著しく、機能回
　復が見込めないため、早期に更新工事を行う。

１．工事請負費 千円
　　・し尿処理施設脱臭設備更新工事

（地方債） し尿処理施設整備事業債 51,100

68,200

17,100
補正後の額 110,002 51,100 35,000 23,902
補正額 68,200 51,100 0

特定財源の内訳

一般財源

補正前の額 41,802 0 35,000 6,802

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　し尿処理施設整備費

予算科目 北部環境事業所

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　農林水産業費

款 ７ 項 １ 目 ２ 細目 02 説明 01

【補正事業概要】

　　湘南藤沢地方卸売市場について、開設者である湘南青果（株）が平成２４年度の民営化開始時
　から進めてきた施設整備が完了したことを受け、今後の土地利用について湘南青果（株）と協議
　した結果、市場用途として使用しない土地を現在の都市計画施設の区域から除外し、見直しを図
　るため現況測量を実施する。
　

１.湘南藤沢地方卸売市場現況測量委託 千円

【事業位置図】

事　業　名 　農業総務関係費

予算科目 農業水産課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

一般財源

補正前の額 1,499 130 1,369

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

18,018

18,018
補正後の額 19,517 130 19,387
補正額 18,018 0

湘南藤沢地方卸売市場

除外区域

都市計画施設の区域（市場）
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　農林水産業費

款 ７ 項 １ 目 ３ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　市内農業の新たな担い手や農業後継者を育成するため、経営を継承する農業後継者及び農福連
　携を行う農業者に対する支援を行う。　

１．農業後継者支援事業（補助率1/2以内、上限1,500千円/件） 千円
　　農業後継者が、経営を継承していくために必要な施設の整備等に対し、補助金を交付す
　る。
　・ミニバックホー導入事業 千円
　・ビニールハウス改修事業 千円

２．農福連携促進事業（補助額3,000円以内/日） 千円

　　福祉施設と受委託契約等を交わし障がい者等の受入を行う農業者に対し、委託料の一部
　を補助する。

979
836

1,815

540

指針体系コード ５－４－６１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 市民生活に不可欠な社会資本・経済環境の整備

25,188 21,910 3,278

農業水産課

2,355
21,910

0

事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正後の額

22,833

事　業　名 　担い手育成支援事業費

2,355
923

予算科目

区　　分

補正前の額
補正額
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　商工費 ＜新規事業＞

款 ８ 項 １ 目 ２ 細目 08 説明 01

【施策等を必要とする背景】
　　新型コロナウイルス感染症の影響を受けて低迷している市内経済を回復する必要があることか
　ら、市内事業者へ発注するリニューアル工事費用を助成することにより、中小企業者・市民の市
　内事業者への発注を促し、市内経済の活性化を図るもの。

【提案に至るまでの経緯】
　　平成２５年度から平成２９年度まで、緊急経済対策として実施した住宅リフォーム助成金、平
　成３０年度から令和元年度まで実施した住宅・店舗等リフォーム融資利子補助金を転換し、新型
　コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業者への緊急経済対策を実施することとした。
　・平成２５年度～平成２９年度　住宅リフォーム助成金
　・平成３０年度～令和元年度　  住宅・店舗等リフォーム融資利子補助金

【補正事業概要】
　　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、低迷している市内経済の活性化を図るため、市内事
　業者を利用して、①店舗・事業所のリニューアル工事を実施した市内商店会会員等、②住宅リニ
　ューアル工事を実施した市民に対し、その費用の一部を助成するもの。 

１．店舗・事業所リニューアル補助金 千円

２．住宅リニューアル補助金 千円

３．消耗品費、印刷製本費（案内パンフレット作成） 千円

事　業　名 （新）店舗・事業所等リニューアル補助金

予算科目 産業労働課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

30,163
0

国庫支出金 地方債 その他 一般財源区　　分 事業費

補正前の額 0

県支出金

補正額 30,163

5,000

25,000

163

30,163補正後の額 30,163

区分 申請できる方 助成対象工事額 対象要件 補助金額

市内事業者へ発注し、
次の①②のいずれかを満たす者
①市内商店会会員
②藤沢商工会議所会員 5万円

店舗リニューアル工事

事業所リニューアル工事

住宅リニューアル工事

法人・個人
（中小企業者）

個人
（市民）

10万円以上

市内事業者へ発注する者
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　商工費

款 ８ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 04

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内中小企業者の資金繰りを支援するため、藤
　沢市中小企業融資制度「令和２年新型コロナウイルス感染症に係る災害復旧資金」又は日本政策
　金融公庫の「小規模事業者経営改善資金（新型コロナウイルス感染症関連）」の利用者に対し、
　資金の借入に伴い支払った利子を助成するもの。

１．中小企業融資制度利子補助金 千円
　・令和２年新型コロナウイルス感染症に係る災害復旧資金 千円
　・小規模事業者経営改善資金（新型コロナウイルス感染症関連） 千円

　商工費

款 ８ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 05

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内中小企業者の資金繰りを支援するため、藤
　沢市中小企業融資制度「令和２年新型コロナウイルス感染症に係る災害復旧資金」の利用者に対
　し、資金を借り入れる際に支払った信用保証料を助成するもの。

１．信用保証料補助金 千円
　・令和２年新型コロナウイルス感染症に係る災害復旧資金

103,125

103,125
補正後の額 134,110 134,110
補正額 103,125

その他 一般財源

補正前の額 30,985 30,985

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

事　業　名 　信用保証料補助金

予算科目 産業労働課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

その他

22,849

22,849
補正後の額 39,660 39,660
補正額 22,849

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

16,811

22,500
349

事　業　名 　中小企業融資制度利子補助金

予算科目 産業労働課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

一般財源

補正前の額 16,811
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　商工費

款 ８ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 07

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内中小企業者の資金繰りを支援するため、藤
　沢市中小企業融資制度「令和２年新型コロナウイルス感染症に係る災害復旧資金」等の融資、利
　子補給及び信用保証料補助に関する相談・受付窓口の充実強化を図る。

１．中小企業融資制度業務委託 千円

２．融資申込書の増刷（2,000部） 千円

　

　土木費

款 ９ 項 １ 目 ２ 細目 01 説明 03

【補正事業概要】
　　災害対策を充実するため、市内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画を推
　進する。

１．委託料 千円
　・藤沢市耐震改修促進計画改定業務委託
　　耐震改修促進法第６条の規定に基づき、令和２年度までを計画期間としている藤沢市耐
　震改修促進計画について、平成３１年１月に改正された政令の内容を考慮するとともに、
　計画期間を令和７年度までとした改定を行う。

＜今後のスケジュール＞
　令和２年　７月　藤沢市耐震改修促進計画改定業務委託開始
　　　　　１２月　改定計画素案議会報告
　令和３年　１月　パブリックコメント実施
　　　　　　２月　改定計画（案）議会報告
　　　　　　３月　改定計画の決定
　　　　　　４月　改定計画に基づく施策の推進（令和８年３月まで）

事　業　名 　金融対策関係事務費

予算科目 産業労働課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

一般財源

補正前の額 11,550 11,550

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

115

3,348

3,463
補正後の額 15,013 15,013
補正額 3,463

事　業　名 　建築物等防災対策事業費

予算科目 建築指導課

指針体系コード １－１－３１
まちづくりテーマ 安全で安心な暮らしを築く

重点施策名 災害対策の充実

その他 一般財源

補正前の額 60,698 23,326 10,916 26,456

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

7,145
補正後の額 74,987 30,470 10,916 0 0 33,601
補正額 14,289 7,144 0

14,289

特定財源の内訳 （国庫支出金） 社会資本整備総合交付金 7,144
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　土木費

款 ９ 項 ２ 目 ３ 細目 01 説明 01

【補正事業概要】
　　辻堂４２９号線における、交通渋滞の緩和や公共交通の定時性を確保するため、車線数増に向
　けた道路詳細設計を行う。

１．委託料 千円
　　辻堂４２９号線（羽鳥立体）道路詳細設計委託

・平面交差点詳細設計、道路構造物詳細設計など

【位置図】

特定財源の内訳

1,140
148,633

230,000

11,140

149,773
10,000

（地方債） 道路整備事業債 10,000

国庫支出金 県支出金

5,900 220,000

一般財源

61,154

補正後の額 446,827 61,154 5,900

まちづくりテーマ

補正額 11,140 0 0

重点施策名

補正前の額 435,687

区　　分 事業費 地方債 その他

事　業　名 　市道新設改良費

予算科目 道路整備課

指針体系コード

辻堂４２９号線

辻堂駅
ＪＲ東海道線

辻堂元町一丁目

辻堂一丁目
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　土木費

款 ９ 項 ２ 目 ６ 細目 01 説明 01

【補正事業概要】

　　蓼中橋架替工事（左岸護岸工）において、大雨時の河川増水により既設護岸背面土砂の一部が
　流失し、その復旧に要した仮設備の追加に伴う工事請負費の増額補正及び継続費の変更を行う。

１．工事請負費【継続費の変更】 千円
　　蓼川橋りょう架替（左岸護岸工）に伴う工事請負費

（単位：千円）

4,433

指針体系コード １－１－６１
まちづくりテーマ 安全で安心な暮らしを築く

重点施策名 災害対策の充実

特定財源の内訳 （県支出金） 蓼川橋りょう架替事業費負担金 4,433

191,812 169,372 30 22,410

地方債 その他 一般財源

道路維持課

0 0
30

区　　分

補正前の額
補正額

事業費 国庫支出金 県支出金

164,939
4,433

国県支出金 地方債 一般財源

補正後の額

187,379

事　業　名 　橋りょう架替事業費

4,433
22,410

予算科目

－

－
－

－

年度
年割額 変更後の財源内訳

変更前 変更後 増減

61,792 66,225 4,433 66,225 －
51,840 51,840 0 51,840

【復旧状況】【河川増水状況】

元

－計 113,632 118,065 4,433 118,065
2
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　土木費

款 ９ 項 ２ 目 ７ 細目 01 説明 02

【補正事業概要】
　　自転車の利用者の利便性の向上や歩行者の安全かつ円滑な通行の確保を図るため、民間自転車
　駐車場の新設に対する補助を行う。

１．補助金 千円
　　江ノ島駅付近における民間自転車駐車場の新設費用に対する補助

【位置図】

指針体系コード １－３－３１
まちづくりテーマ 安全で安心な暮らしを築く

重点施策名 防犯・交通安全対策の充実

7,070

9,430
2,360
9,430

2,360

補正後の額

事　業　名 　自転車駐車場整備費

2,360
7,070

予算科目

区　　分

補正前の額
補正額

事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

道路河川総務課

一般財源

至鎌倉

至藤沢

補助対象地
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　土木費

款 ９ 項 ３ 目 １ 細目 02 説明 02

【補正事業概要】

　　老朽化が顕著になった河川管理施設について、将来にわたり安全安心な施設として計画的かつ
　適切な維持管理を行うため、これまでの点検調査結果を基に、長寿命化計画を策定する。
　

１．報償費 千円

　　計画策定指導謝礼（学識経験者）

２．委託料 千円

　　河川長寿命化計画策定委託
　　・滝川（滝川分水路を含む）及び小糸川

 

【河川位置図】

補正後の額

21,008

事　業　名 　河川水路修繕費

10,652
12,008

予算科目

区　　分

補正前の額
補正額

事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

0

河川水路課

10,652
9,000

9,000 22,660

その他 一般財源

180

10,472

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

31,660

小糸川

滝川分水路

滝川

藤沢駅

湘
南
台
駅

引
地
川

境
川
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　土木費

款 ９ 項 ４ 目 １ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　都市基盤や公共交通の充実に向けた総合交通体系整備を推進するとともに、誰もが利用しやす
　く、地域に根差した公共交通網の整備を進める。

１．委託料 千円
（１）藤沢市地域公共交通検討他業務委託
　　地域公共交通の導入検討が進められている長後地区において、地域住民が主体となり運
　行する乗合タクシーの住民の需要、運行ルート及び事業性の検討等を行うとともに、交通

　渋滞や公共交通の利便性低下などの交通課題がある辻堂地区の改善策の検討を行う。また、
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金を活用した公共交通利用転換事業について、二酸
　化炭素削減の効果測定を行う。

（２）いずみ野線延伸地域における交通施設規模検討等業務委託

　　いずみ野線延伸時の新駅として想定されるＢ駅の交通広場について、駅利用者の推計等
　を基にした施設規模の検討及び地域住民への情報提供や機運の醸成を目的としたいずみ野

　線Ａ駅周辺まちづくり連絡会の資料作成等の運営支援を行う。

補正後の額

23,666補正前の額
補正額

17,732

その他 一般財源地方債

38,198

事　業　名 　総合交通体系推進業務費

17,732
20,466

予算科目

区　　分

都市計画課

17,732
3,200

41,398 3,200

事業費 国庫支出金

0

県支出金

指針体系コード ５－２－１１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 誰もが移動しやすい交通体系の構築
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　土木費

款 ９ 項 ４ 目 １ 細目 10 説明 01

【補正事業概要】
　　片瀬・江の島周辺における回遊性の向上及び交通機能の強化を図るため、片瀬江ノ島駅前通り
　線の交通空間整備工事に伴う用地境界確定測量を行う。

１．委託料 千円
　　用地境界確定測量委託　 Ａ＝2,500㎡

【位置図】

事　業　名 　江の島地区周辺整備事業費

予算科目 道路整備課

指針体系コード

補正前の額 72,048 19,500

国庫支出金 県支出金 地方債

0

２－２－８１
まちづくりテーマ 「２０２０年」に向けてまちの魅力を創出する

重点施策名 オリンピック・パラリンピックを契機とした都市の魅力（レガシー）の創出

その他 一般財源

19,500

52,548

区　　分 事業費

56,048
補正額 3,500

3,500

3,500
補正後の額 75,548

片瀬江ノ島駅

確定測量
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　土木費

款 ９ 項 ４ 目 ３ 細目 02 説明 03

【補正事業概要】
　　都市計画道路善行長後線六会工区の未整備区間（約１４０ｍ）について、街路築造に伴う隣接
　地の高低差処理に必要となる擁壁の詳細設計等を行う。　
　

１．委託料 千円
　（１）地質調査・擁壁詳細設計委託 一式
　（２）路線・現況測量委託　 Ａ＝8,200㎡

一般財源

重点施策名

県支出金 地方債

事　業　名 　善行長後線街路新設事業費

予算科目 道路整備課

指針体系コード

補正額

まちづくりテーマ

補正前の額 0

区　　分 事業費

【位置図】

18,300

18,300
18,300

18,300

国庫支出金

18,300
補正後の額

その他

0

　

小
田
急
江
ノ
島
線
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　土木費

款 ９ 項 ４ 目 ４ 細目 02 説明 03

【補正事業概要】

　　老朽化が進む公園施設について、適切な維持管理により公園利用者が安全・安心に利用できる
　環境をつくるため、建物（管理棟・トイレ等）を対象に専門業者による点検を実施し、長寿命化
　計画の更新を行う。
　　また、土砂災害警戒区域内に位置する公園の法面について、周辺住民及び施設利用者等の安全
　確保のため、専門業者による一次調査を行い、総合評価結果に基づく対策実施に向けた年次計画
　を策定する。

１．公園施設の老朽化対策
　　・公園施設長寿命化計画策定業務委託（２１公園） 千円

２．法面対策
　　・北窪公園他８箇所法面調査業務委託 千円

事　業　名 　公園改修費

予算科目 公園課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

75,858

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

4,500 0

一般財源

補正前の額 224,958 0 149,100
19,062

補正後の額 248,520 4,500 149,100 94,920
補正額 23,562

特定財源の内訳 （国庫支出金） 社会資本整備総合交付金 4,500

14,553

9,009
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　土木費

款 ９ 項 ５ 目 １ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　市営住宅の良好な居住環境の整備・改善を図るため、藤沢市市営住宅等長寿命化計画に基づき
　改修工事を実施し、市営住宅ストックの長寿命化を進められるよう住宅環境の整備を行う。
　　

１．工事請負費 千円
　　・市営長後住宅給水施設改修工事
　　　市営長後住宅１～５号棟について、給水方式を受水槽方式から直圧直結給水方式に
　　変更する工事を行う。　　

　　・市営古里住宅浴室ユニット化工事　　
　　　市営古里住宅の既存浴室をユニット化するなどの改修工事を行う。

２．住宅環境整備事業事務経費 千円
　　・アスベスト調査費
　　・市営長後住宅給水施設改修に伴う手数料等　　

59,983

5,266

【浴室ユニット化工事　施工事例】

（国庫支出金） 社会資本整備総合交付金 17,273

（地方債） 市営住宅改修事業債 40,400
特定財源の内訳

7,576
補正後の額 303,960 153,708 116,300 33,952
補正額 65,249 17,273 40,400

一般財源

補正前の額 238,711 136,435 75,900 26,376

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　住宅環境整備事業費

予算科目 住宅政策課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　土木費

款 ９ 項 ５ 目 １ 細目 04 説明 02

【補正事業概要】

　　藤沢市空き家対策基本方針に基づき、空き家の適正管理の促進、特定空き家の認定と措置及び
　空き家の利活用の推進などの空き家対策を行う。

１．藤沢市空家等対策協議会委員報酬 千円
　　令和元年度に実施した「空き家の全戸調査」において判明した空き家の実態に応じて、
　これまでの施策の見直しや新たな施策の検討を行う。

２．空家等対策計画策定支援業務委託 千円
　　計画的に空き家の適正管理の促進及び利活用の推進に取り組む。加えて空き家の発生予
　防を図ることにより、「藤沢市住宅マスタープラン」に定めた、持続的・循環可能な住宅
　ストックの利活用と再生を推進する。

711

6,193

6,904
補正後の額 10,292 450 9,842
補正額 6,904 0

一般財源

補正前の額 3,388 450 2,938

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　空き家対策関係費

予算科目 住宅政策課

指針体系コード ５－４－２１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 市民生活に不可欠な社会資本・経済環境の整備
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　消防費

款 １０ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 04

【補正事業概要】

　　指令車については、災害現場での部隊の統制等を行うため、消防署長が乗車し出動する車両で
　あり、南・北消防署に配備している２台にあっては老朽化が著しいため、更新を行う。
　　小型動力ポンプについては、３カ年の計画に基づき更新を行っており、今回最後となる４署所

１．備品購入費 千円
 （１）指令車（２台） 千円
　　・南消防署

　　・北消防署
 （２）小型動力ポンプ（４台） 千円
　　・南消防署（村岡）
　　・北消防署（北本署・西部・六会）

２．その他必要な経費 99 千円
　　・車両購入にかかる経費

【指令車】 【小型動力ポンプ】

補正額 25,396

　の更新を行う。

特定財源の内訳 （地方債） 消防施設整備事業債

25,297

補正後の額 449,905 72,777 34,007 300,700
22,600

42,421
0 0 22,600

一般財源

39,625
2,796

補正前の額 424,509 72,777 34,007 278,100

重点事業名

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

14,319

10,978

事　業　名 　消防自動車等整備費

予算科目 警防課

指針体系コード
重点施策名
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　教育費

款 １１ 項 １ 目 ２ 細目 01 説明 01

【施策等を必要とする背景】
　　学校現場で発生する様々な問題は多様化、複雑化しており、教職員だけでの対応では困難な事
　案が増加している。迅速な対応が求められる事案も多く、法的側面から学校・教職員をサポート
　する体制を構築するとともに、教職員のコンプライアンス意識の向上や精神的な負担の軽減を図
　る必要がある。 

【提案に至るまでの経緯】
　　教職員だけでの対応では困難な事案に迅速に対応するため、校長会から弁護士相談やスクール
　ロイヤー配置について要望がある。

【市の策定する計画や条例との整合性】
　　藤沢市立学校教職員の働き方改革基本方針の人的支援・人材活用の取組に「学校顧問弁護士制
　度の検討」を位置付け、検討を進めることとしている。

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　　法律の専門家が常駐することにより、適切かつ迅速な事案解決が可能となることに加え、法
　　的根拠に基づいて事案に対応できることは、教職員の精神的な負担の軽減や安心につながるこ
　　とが期待できる。
　２．将来にわたる費用
　　　スクールロイヤーの人件費（給料、各種手当等含）

【補正事業概要】
　　教育委員会にスクールロイヤー１人を配置し、学校・教育委員会の相談対応等を行う。

１．主な業務内容
　・各種相談事案の法的観点による整理、調査、把握
　・法的整理を踏まえた上での必要な事実確認の指示・助言
　・事案を踏まえたリスク把握
　・把握した事案についての法的解釈に基づいた助言
　・交渉困難案件に対する中長期的な助言や交渉代行　
　・いじめ問題対策連絡協議会等、会議への出席・助言

２．事業費 千円
　・人件費（給料、各種手当等含）　７カ月分

３．導入スケジュール（予定）
　・候補者の検討　　　令和２年７月
　・選考　　　　　　　令和２年８月
　・導入・業務開始　　令和２年９月

県支出金 地方債 その他 一般財源

事　業　名 　一般職職員６２人（給与費）

予算科目 職員課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

714,583

区　　分 事業費

補正額 6,033
補正前の額 714,583

国庫支出金

＜新規事業＞　スクールロイヤーの配置

6,033

6,033
補正後の額 720,616 720,616
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　教育費

款 １１ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 04

【補正事業概要】

　　令和２年４月に、文部科学省が公表した「ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障」に
　基づき、市立小学校３５校に、学習用端末を前倒しで１人１台整備するとともに、オンライン学
　習の支援として、ネットワーク環境がない家庭に貸し出すためのＷｉ－Ｆｉルーターの整備に必
　要な事業費について増額補正を行う。

１．需用費 千円

　　学習用端末整備（２２，９８２台） 千円

　　電源キャビネット設置のための電源工事（小学校８校） 千円

２．使用料及び賃借料 千円
　　電源キャビネット整備（１，１６５台） 千円

　　Ｗｉ－Ｆｉルーター利用料（１，１００台×６カ月分） 千円

事　業　名 　教育情報機器関係費

予算科目 教育総務課

指針体系コード ３－１－３１
まちづくりテーマ 笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる

重点施策名 子どもたちの笑顔あふれる学校教育の推進

一般財源

補正前の額 404,733 0 404,733

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

503,886
補正後の額 1,607,244 698,625 908,619
補正額 1,202,511 698,625

3,289

71,725
28,165
43,560

特定財源の内訳 （国庫支出金） 公立学校情報機器整備費補助金 698,625

1,130,786
1,127,497
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　教育費

款 １１ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 05

【施策等を必要とする背景】
    近年、子どもたちが犠牲となる痛ましい事件が発生している状況の中、犯罪から児童生徒を守
  り、安全で安心な学校生活が送れるよう、環境整備を行う必要がある。

【提案に至るまでの経緯】
　　平成２８年度より中学校長会から防犯カメラの設置要望がされ、以降、学校安全の確保のため
　継続した要望がされている。
　・平成３１年３月　藤沢警察署長・藤沢北警察署長の連名による防犯カメラ設置促進の要望書が
　　　　　　　　　　提出された。

【市の策定する計画や条例との整合性】
　　第３期藤沢市教育振興基本計画の基本方針である安全・安心で、学びを支える学校づくりの施
　策の柱の中に「安全・安心で快適な学校施設等の整備」を位置付けている。

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　　犯罪の抑止効果が期待でき、万が一、市立小・中・特別支援学校で事件が発生した場合も、
　　侵入者の監視・記録が行えることから早期解決を図ることができる。さらに児童生徒の安全確
　　保及び安全管理体制の向上が期待できる。
　２．将来にわたる費用
　　　防犯カメラシステム賃借料

【補正事業概要】
　　市立小・中・特別支援学校５５校の正門等、学校への侵入者の監視、記録が行える場所に防犯
　カメラを設置する(１５１カ所の設置を予定)。

１．防犯カメラの設置【債務負担行為の設定】 千円)

２．導入スケジュール（予定）
　　・個人情報保護制度運営審議会に諮問　　令和２年８月
　　・入札・契約　　　　　　　　　　　　　令和２年１０月
　　・設置工事　　　　　　　　　　　　　　令和２年１０月～令和３年３月
　　・稼働開始　　　　　　　　　　　　　　令和３年４月～

＜新規事業＞　防犯カメラの設置

(15,566

補正後の額

区　　分 事業費

補正額
補正前の額

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事　業　名 　学校安全対策関係費

予算科目 教育指導課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

債務負担行為の設定
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　教育費

款 １１ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 10

【補正事業概要】

　　令和２年４月に、文部科学省が公表した「ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障」に
　基づき、市立中学校に整備する１人１台の学習用端末を早期に使用するために必要な事業費につ
　いて増額補正を行う。

１．報償費 千円

　　学習用端末活用促進のための教職員用研修講師謝礼

２．使用料及び賃借料 千円

　　ネットワーク・サーバー増強整備 千円

　　ソフトウェア使用料 千円

　教育費

款 １１ 項 １ 目 ３ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　児童生徒に学びに向かう力等を養い、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、これ
　らを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力等を育むため、八松小学校と
　明治中学校を実施校として、９年間の学びの系統性・継続性を踏まえた「小中連携で学び合う授
　業づくり」をテーマとした教育課程に係る研究を行う。

１．かながわ学びづくり推進地域研究委託事業 千円

（１）主な取組内容
　　・校内研究テーマの共有、研究授業の参観、意見交換
　　・新学習指導要領完全実施による学習内容や教科書等の研究
　　・小中教員による教科別研究会、研修会の共通開催
　　・児童生徒指導懇談会
　　・中学校教員による出前授業

（２）研究委託事業費
　　・大学教授等による講演会等講師謝礼　　　 千円
　　・研究会発表参加及び先進校視察にかかる旅費 千円
    ・研究紀要用紙代、研究用書籍代、その他事務用品 千円

補正後の額 147,734

180

40,277
29,410
10,867

40,457
107,277

区　　分 事業費

147,734
補正額 40,457

補正前の額 107,277

事　業　名 　教育情報化推進事業費

予算科目 教育総務課

指針体系コード ３－１－４１
まちづくりテーマ 笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる

重点施策名 子どもたちの笑顔あふれる学校教育の推進

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事　業　名 　教育課程推進事業費

予算科目 教育指導課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

その他 一般財源

補正前の額 14,000 200 152 13,648

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

461

461

0 0
補正後の額 14,461 661 152 13,648

補正額 461 461

180
7

274

特定財源の内訳 （県支出金） 教育推進研究委託金
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　教育費

款 １１ 項 ２ 目 ３ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　老朽化が著しい鵠南小学校を全面改築し、施設の安全性確保と教育環境の向上を図る。また、
　近隣施設である浜見保育園及びよつば児童クラブについても、施設の老朽化や津波避難対策に課
　題があるため、複合化により一体整備し、あわせて近隣住民を含めた津波避難対策の強化を図る。

１．鵠南小学校等改築工事（第一期工事）【継続費】 千円

２．鵠南小学校等改築工事（第一期工事）に伴う工事監理委託【継続費】 千円

３．電波障害調査委託 千円

〈継続費年割額〉 （単位：千円）

〈スケジュール〉

鵠南小学校等改築工事（第一期工事） 569,916 1,354,957 25,141 1,950,014
2年度 3年度 4年度 合計

鵠南小学校等改築工事（第一期工事）
に伴う工事監理委託

18,950 45,743 655 65,348

336

4,119

（地方債）

公立保育園整備事業債 190,700

放課後児童クラブ整備事業債 14,000

大規模改造事業債 209,000

（その他） 公共施設整備基金繰入金 132,547

18,950

569,916

特定財源の内訳

（国庫支出金）

公立学校施設整備費負担金 12,463

子ども・子育て支援整備交付金 8,239

学校施設環境改善交付金 18,134

（県支出金） 子ども・子育て支援整備交付金

補正後の額 612,082 38,836 4,119 413,700 155,427
補正額 589,202 38,836 4,119 413,700 132,547

一般財源

補正前の額 22,880 0 0 0 22,880

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　鵠南小学校改築事業費

予算科目 学校施設課

指針体系コード ５－１－６１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 都市基盤の充実と長寿命化対策の推進

鵠南小学校等改築工事

（第一期工事）【継続費：１年目】
【屋内運動場棟・保育園棟建設】

鵠南小学校等改築工事
（第一期工事）【継続費：２年目】

【屋内運動場棟・保育園棟建設】

【旧屋内運動場等解体】

鵠南小学校等改築工事（第一期工事）【継続費：３年目】

【旧屋内運動場等解体】

3月

R2

R3

R4

9月 10月 11月 12月 1月 2月4月 5月 6月 7月 8月

屋内運動場棟

及び

保育園棟完成

屋内運動場棟

及び

保育園棟使用開始
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　教育費

款 １１ 項 ３ 目 ３ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　教育環境の向上を図るため、旧屋内運動場跡地に多目的広場を整備する。

１．多目的広場整備工事 千円

２．事後家屋調査委託 千円

【六会中学校配置図】

48,950

4,565

特定財源の内訳
（地方債） 大規模改造事業債 36,700

（その他） 公共施設整備基金繰入金 16,815

補正後の額 95,282 13,922 61,700 19,660
補正額 53,515 0 36,700 16,815

一般財源

補正前の額 41,767 13,922 25,000 2,845

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　六会中学校屋内運動場改築事業費

予算科目 学校施設課

指針体系コード ５－１－７１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 都市基盤の充実と長寿命化対策の推進
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　教育費

款 １１ 項 ６ 目 ２ 細目 03 説明 01

【補正事業概要】

　　村岡公民館は、昭和４１年に旧耐震基準で建築され、その後増改築した施設のため、老朽化と
　バリアフリー環境の改善等が必要なことから、藤沢市公共施設再整備基本方針＜第２次藤沢市公
　共施設再整備プラン＞に基づき複合施設として移転し、再整備を行う。
　　平成３１年３月に策定した「村岡公民館等再整備基本構想」における基本理念及び基本方針に
　基づき、基本・実施設計委託を令和２年度から４年度までの継続事業で実施するとともに、その
　他必要な調査を行う。

１.事業費
（１）擁壁調査 千円
（２）基本・実施設計委託【継続費】 千円
（３）地質調査委託 千円

２.継続費年割額 （単位：千円）

３.スケジュール

村岡公民館改築事業
基本・実施設計委託

2年度

24,000

合計

143,902

4年度

72,028

3年度

47,874

【公民館再整備予定地】

都市基盤の充実と長寿命化対策の推進

9,262

492

地方債

33,754 2,141

0

都市の機能と活力を高める

重点施策名

33,754 0

その他 一般財源

事　業　名 　村岡公民館改築事業費

33,754
2,141

予算科目

指針体系コード ５－１－１６１

村岡公民館

まちづくりテーマ

区　　分

補正前の額
補正額

事業費 県支出金国庫支出金

2,141

補正後の額
特定財源の内訳 （その他） 公共施設整備基金繰入金

24,000

33,754

35,895

内容精査・報告等

2年度 3年度 4年度 5年度
擁壁調査

基本設計 実施設計

地質調査
工事費等予算計上

用地買戻し(予定)

6年度

建設工事着手
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　教育費

款 １１ 項 ６ 目 ３ 細目 01 説明 07

【補正事業概要】
　　総合市民図書館の安全な施設環境を確保するため、設置以来３３年が経過し老朽化が著しい業
　務用エレベーターの改修工事を行う。

１．エレベーター改修工事費 千円

　教育費

款 １１ 項 ６ 目 ４ 細目 01 説明 02

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、市民ギャラリーの閉館等を実施したことに伴い、
　市民ギャラリーの使用予定者へ過年度に支払った使用料を還付するため、増額補正を行う。

１．償還金利子及び割引料（その他返還金） 千円1,080

1,080
補正後の額 2,655 1,575 1,080
補正額 1,080 0

一般財源

補正前の額 1,575 1,575 0

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　市民ギャラリー運営管理費

予算科目 文化芸術課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

26,279

補正後の額

0

事　業　名 　総合市民図書館整備事業費

26,279
0

予算科目

区　　分

補正前の額
補正額

事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

19,700

一般財源

総合市民図書館

6,579
0

特定財源の内訳 （地方債） 社会教育施設等整備事業債 19,700

26,279 19,700 6,579

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　教育費

款 １１ 項 ７ 目 １ 細目 04 説明 01

【補正事業概要】

　　新型コロナウイルス感染拡大を受けて、東京２０２０大会が１年間延期されたことに伴い、今
　夏の開催に向けて予算化した各種事業費について減額補正を行う。
　　また、大会の延期に伴う開催準備業務の人員を確保するため、人材派遣契約を延長（１０月～
　３月分）する経費について増額補正を行う。

１．減額補正 千円

（単位：千円）
No.
1
2
3
4

6

8
9
10

２．増額補正 千円

（単位：千円）

　

聖火リレーセレブレーション出演謝礼

事　業　名 　オリンピック開催準備関係費

予算科目 東京オリンピック・パラリンピック開催準備室

指針体系コード ２－１－１１
まちづくりテーマ 「２０２０年」に向けてまちの魅力を創出する

重点施策名 市民参加型オリンピックの推進・パラリンピックの支援

461,172

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

0

一般財源

補正前の額 475,741 14,569
△ 334,794

補正後の額 140,947 14,569 126,378
補正額 △ 334,794

名　称 予算現額 執行見込額 補正額
開催準備業務に係る人材派遣契約

東京2020ライブサイト運営業務委託
シティドレッシング業務委託
事前キャンプ受入れ業務委託
ボランティア等関連業務委託

暑さ対策グッズ購入

補正額

△ 34,913
48,978 24,123 △ 24,855

△ 343,857

43,529 8,616

△ 183,618
△ 74,347

名　称 予算現額 執行見込額
198,618 15,000
77,603 3,256

5 10,000 800 △ 9,200

7,793 0 △ 7,793

セーリングワールドカップシリーズ
江の島大会実行委員会負担金

アスリート報告会業務委託

7 9,286 5,275 △ 4,011

7,018 4,598 △ 2,420

2020応援団藤沢ビッグウェーブ事務局
運営業務委託

ウェブサイト運用業務委託

13,167 22,230 9,063

2,200 0 △ 2,200
500 0 △ 500

9,063
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　予備費

款 １３ 項 １ 目 １ 細目 説明

【補正事業概要】

　　これまでの新型コロナウイルス感染症関連事業に要した経費に充用したことから、今後緊急的
　に必要となる感染症対策等の不測の事態に備えるため、予備費を増額する。

千円

予備費充用額（令和２年４月から５月末まで） （単位　千円）

　
　

事　業　名 　予備費

予算科目 財政課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

100,000

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 100,000
100,000

補正後の額 200,000 200,000
補正額 100,000

民生費

充用額

100,000

2,383

1,109

生活困窮者に対する住居確保給付金の
支給対象者の拡大に係る経費

衛生費

消防費

内　容

児童クラブを４月７日から１０日まで
午前中開所したことに係る経費

ＰＣＲ検査センターを継続して開設す
ることに係る経費

新型コロナウイルス感染症患者の搬送
に使用した防護服等の処分に係る経費

23,125合　計

款

生活困窮者自立支援事業費

放課後児童健全育成事業費

感染症対策事業費

救急救命事業費

事業名

14,675

4,958
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　墓園事業費

款 項 目 細目 説明

【施策等を必要とする背景】
　　現大庭台墓園立体墓地は、平成２年度に策定した「大庭台墓園立体墓地基本計画基本設計」
　（以下、「基本計画」という。）に基づき、平成７年度に前期分として建設した。しかし、平成
　１７年度には現代の墓所の需要に対応するため、当初計画にはなかった合葬納骨壇を立体墓地内
　に整備し現在に至っている。
　　近年では立体墓地の需要は高まり、数年後には墓所が不足する見込みである。

【提案に至るまでの経緯】
　　当初の基本計画では、後期建設計画があるものの、合葬納骨壇の整備計画がないこと、また、
　平成１７年度に供用を開始した合葬納骨壇は、使用期間終了後その遺骨を埋蔵するための施設
　（「合祀墓」という。）が必要であることから、合葬納骨壇や合祀墓等を含む新たな基本構想を
　策定する必要がある。

【市の策定する計画や条例との整合性】
　　藤沢市大庭台墓園の墓所の管理に関する条例施行規則において、合葬納骨壇の使用期間を２０
　年と規定し、期間を超えた時は指定した場所に焼骨を埋蔵することができると規定している。

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　　市民の墓地需要に継続して応えることができる。
　２．将来にわたる費用
　　　地質調査・測量費、基本・実施設計費、工事費

【補正事業概要】
　　今後の墓地需要等に合わせた再整備を行うため、基本構想策定の業務委託を行う。
　１．基本構想策定業務委託　 千円
　２．事業スケジュール

　

　墓地利用状況（令和２年４月１日現在） （単位　区画）

令和元年度申込数 161 55 511 36 41
利用率（％） 81.00% 89.22% 58.82% 98.56% 99.06%
未利用区画数 738 88 2,583 161 142
利用区画数 3,146 728 3,689 11,032 15,032
区画数 3,884 816 6,272 11,193 15,174

普通納骨壇 集合納骨壇 合葬納骨壇 普通墓地 芝生墓地

基本・実施設計
工事

墓地種別
立体墓地 平面墓地

令和7年度
基本構想

地質調査・測量等

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

7,986

特定財源の内訳 （その他） 墓園基金繰入金 7,986

＜拡充事業＞　大庭台墓園立体墓地再整備の基本構想策定

0
補正後の額 625,600 203,794 421,806
補正額 7,986 7,986

一般財源

補正前の額 617,614 195,808 421,806

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　墓園事業費

予算科目 福祉医療給付課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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　下水道事業費

款 項 目 細目 説明

【補正事業概要】

　　国土交通省関東地方整備局と締結した基本協定書に基づき、横浜湘南道路建設事業の進捗に合
　わせて支障となる下水道管路の移設工事を委託する必要があることから、工事施行費用について
　債務負担行為を設定する。

１．委託料【債務負担行為の設定】 千円）
　　 　　横浜湘南道路建設事業に伴う下水道管路移設工事委託

　　　工事期間 令和３年度から令和５年度まで
　　　施工延長 約４６０ｍ

　

（380,000

補正後の額
補正額

一般財源

補正前の額

区　　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　下水道事業費

予算科目 下水道総務課・下水道管路課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

債務負担行為の設定
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